
令和５年度  学校評価書

岡山県立津山商業高等学校
関係分掌

重点目標

1　どのように学ぶか

○安全・安心な学校環境
・地域と連携する防災訓練等

昨年度までの防災教室で防災意識は高まりつつ
あると思われる。

校内アンケートを用いて、防災意識が高まった
割合が95％以上。 防災教室においてハザードマップを活用し、通

学路や地域内で災害による被害が想定される場
所を探求する。
その際、クロムブックを用いて地域内の災害想
定場所の写真を撮る。そして、周辺地域図の中
にQRコードを貼ることで場所の共有と特徴の説
明を行うことで災害リスクの共有を図る。

防災教室でマイタイムラインの作成を通して災害に対しての準備を考えることに取り組ん
だ。地域内の災害認定場所の確認をする必要がある。「今回の防災教室を経て、防災に対
する意識が高まりましたか？」という質問では76％が肯定的な意見がだった。

B

西苫田地区防災訓練に生徒22名、教員３名が参加し、災害時における行動につ
いて学んだことを基に、本校の防災教室でマイタイムラインの作成を行い、災
害に対しての準備を考えることに取り組んだ。「今回の防災教室を経て、防災
に対する意識が高まりましたか？」という質問では76％が肯定的な意見がだっ
た。地域の防災訓練に参加する生徒が増加していることから、着実に意識の向
上が感じられる。

B

地域内の災害認定場所の確認が不十分である
こと。ジブンゴトとして捉えられていない生
徒が一定数存在することが伺える。継続した
指導を行いたい。

保健厚生課

「学校における新型コロナウイルス感染症に関
する衛生管理マニュアル」の改定に従い、R5年
4月１日以降の県立学校における対応が変更に
なっている。

独自アンケート 保健だより等を通じて、新しい生活様式の徹底
ができるよう呼びかける。

４月発行の保健だよりで、新しい生活様式について紹介した。７月、10月発行の保健だ
よりでは、感染症予防方法の換気と手洗いについて紹介した。生徒が保健だよりを作成す
ることで、学びが深まっている。

B

保健厚生課独自アンケートの結果、マスクの着用を自分で判断することができ
た生徒は99％であった。また、感染症予防のため自身が気を付けていたことに
ついては、80％以上の生徒が「手洗い」と回答、以下、「睡眠」、「食事」、
「換気」と続いた。保健だより等での呼びかけに一定の効果があったと考え
る。

B

独自アンケートの結果、感染症対策で「健康
観察」を選択した生徒が少なかった。自己管
理の上で、健康観察は重要だと考える。自分
自身の体調に気を配ることができる生徒を育
てていきたい。

保健厚生課

クラス単位での人間関係づくりを促進する活動
をLHRの時間に確保が難しいことに加え、担任
裁量に任され、クラスごとの差が大きい。

人間関係づくりに関するLHRを年間2回以上実施
する。

年度当初と学期末の特別時間割の期間に担任や
委員会の生徒主導で構成的エンカウンターやグ
ループワークを行う。

1学期にクラス開きを目標にしたLHRを1回実施した。２学期頭の特別授業期間に学校祭
に向けてもう１時間LHRを実施する計画を立てたが、実施時間を設けることができな
かった。 B

１学期最初のクラス開きのためのLHRを１回実施し、特に１年生では関係づく
りの一環としては一定の効果が見込まれた。ただし、２回目については未実施
となった。

Ｃ

アセス等の心理テストの結果や、学年団から
の聞き取りを行い、効果的な実施回数・内容
の精選が必要である。 保健厚生課

他人とリアルで対話する機会が少なく、友人や
教師に対して思いやりや思慮に欠ける言動をす
ることがある。

年度末のアンケート（学年独自）で「多様な他
者を意識して行動できた」と回答する生徒が
70％以上。

新入生研修等を通して高校生の生活やネットモ
ラルに関して、どうあるべきかを生徒自らが考
えられるような取り組みを行う。

新入生研修の内容は充実していたが、時間が経つと、高校での生活や友人関係がうまくい
かない生徒が出てきた。校内での携帯電話等の規則が守れない生徒も出てきた。

B

学年独自アンケート「他人の気持ちを考えて行動している」に、「あてはま
る」と回答した生徒が１学期９７％、３学期８９％。数値は下降しているが、
他者の存在を意識している生徒は多いと思われる。学年団でも、学校行事や学
年集会の中で、他者との協働を促してきた。

A

他者とのコミュニケーションや人間関係がう
まくいかない生徒もおり、ソーシャルスキル
トレーニング等を積極的に活用する必要があ
る。

１年団

基礎力診断テスト等の結果から、学年が上がる
につれ、基礎学力が低下する傾向がある。
家庭学習習慣が身についていない生徒が多い。

学習時間の定期的な調査から、家庭学習が定着
している状況が把握できる。

一人一台端末と学習アプリを活用し、学習習
慣・基礎学力の定着に向けた研究を行う。
取り組みの状況、効果について職員会議を通じ
て教員で共有する。

一人一台端末と学習アプリを活用し、学習習慣・基礎学力の定着に向けた研究を行う。
取り組みの状況、効果について職員会議を通じて教員で共有し、生徒は課題を積極的に提
出できている。 B

「基礎力・診断テスト、スタサプを活用し、基礎学力の定着や学習意欲が向上
するよう取り組んでいる」肯定的回答が昨年度との比較で教員72％→90％、
生徒92％→94％、保護者92％→90％となった。課題の提出は呼びかけによ
り90％〜100％となっている。基礎力診断テストの結果

B

スタディサプリの課題配信以外の活用の研究
とともに、学習意欲の向上に向けた取り組み
を行う。基礎学力の定着や学習意欲が向上に
ついて保護者への情報発信も必要である。

学力向上委員会

授業や単元ごとに復習する習慣がないため、知
識が定着していない。単元ごとに小テストを実
施しているが、間違えた問題をそのままにして
いる生徒が非常に多い。

学年末にアンケートを実施し、６割以上の生徒
が「自主的学習をする時間が増えた。」と答え
る。

年度初めのアンケートで、どのようなときに自
主的学習をしようと思うかを生徒に問い、その
意見を授業や課題の改善に活かす。

アンケートの「わからない問題を友人が解くことができていた時」という回答を受けて、
授業では生徒の解答をクラスで共有する時間を積極的に設けている。また、「授業につい
ていけていないと感じた時」との解答を受けて、小テストの実施回数を増やし、自分の到
達度を確認する機会を更に設けるべきだと考えたが、実行に移すことができていない。 B

授業で中学での既習内容を扱っている際の生徒の反応から、定期的に課題とし
て出しているスタディサプリでの学びが授業で活きていると感じる生徒が多い
ことが分かった。そのため、スタディサプリでの学びが単元の深い理解に繋
がっていると生徒自身が実感し、より効果的な自主的学習を習慣化できるよ
う、授業や課題、定期考査等で扱う内容を工夫している。

B

現在基礎知識が定着していない生徒が多く、
授業では基礎知識の確認に多くの時間を費や
している。授業で数学を探究的に学ぶ時間を
充分に確保するためにも、スタディサプリ等
を効果的に活用して既習内容の復習を家庭で
行う習慣をつけさせる必要がある。

数学科

学校自己評価アンケートの結果によると
Imamirai手帳を活用していると答えた生徒は６
７％であった。

学校自己評価アンケートで手帳を活用した・積
極的に活用したという生徒が８０％以上とす
る。

アプリ型スケジュール手帳を活用させ自己管理
能力の向上を図る。

アプリ型スケジュール手帳を活用させ自己管理能力を図ることができている。

B

「手帳を積極的に活用した」という問についてはい・そう思う，だいたいそう
思うと解答した生徒は48.7％であった。

Ｃ

来年度は進路選択・進路決定を控えており，
スケジュールなどしっかり把握させるために
も手帳の活用を呼びかけていきたい。 ２年団

昨年10月に実施した家庭学習調査の結果は1日
平均４４分であった。

・家庭学習時間調査における１日の平均家庭学
習時間が９０分以上とする。

・スタディサプリを学年団として組織的・計画
的に生徒に活用させ個別最適な学習に取り組ま
せることにより家庭学習時間の増加を図り基礎
学力の伸長を図る。

5月3日から11月1日まで合計85講座を配信した。提出率は72.7％であった。基礎力診
断テストの4月と9月の成績を比較すると、国数英・国語・数学において成績上位者の割
合が増え成績下位層の割合が減少している。 B

「スタディサプリなどに取り組み基礎学力の伸長に努めている」という問に対
して，そう思う・だいたいそう思うを解答した生徒の割合は96.7％であり，１
０月に実施した基礎学力テストのＡゾーン・Ｂゾーンに属する生徒の割合は年
度当初よりもいずれも増加していた。

A

来年度もスタディサプリや毎週行う進路テス
トに積極的に取り組ませて基礎学力向上に努
めたい。 ２年団

○学び続ける力（学びの充実）
・起業家精神教育やPBL(課題解決型学習)を取り
　入れた学習活動

授業に取り入れている科目もあるが、商業科全
体の取組にはなっておらず、商業科教員アン
ケートで「PBLに取り組んでいる」という回答
が50％
商業科教員アンケートPBLについて「どうすれ
ばいいか分からない」が50％

商業科教員アンケートで「PBLに取り組んでい
る」という回答が80％
PBLについての研究が進み、教員の理解が深ま
る。

PBL(課題解決型学習)を取り入れた授業について
商業科で研究する。
生徒が課題を設定し課題解決に取り組む授業実
践を行い、商業科会議で事例を共有する。
実際に高校生の起業に向けた研究を行う。

津商モールの内容を授業に落とし込みPBL(課題解決型学習)を取り入れた授業について実
践できている。
生徒が課題を設定し課題解決に取り組む授業実践を行い、商業科会議で事例を共有する。
実際に高校生の起業に向けた研究を行う。 B

津商モールの内容を題材とし、授業に落とし込むことでPBL(課題解決型学習)
を取り入れた授業について実践できた。事例の共有や実際に高校生の起業に向
けた研究については今後の課題である。

B

引き続きPBL(課題解決型学習)を取り入れた
授業を実践するとともに、事例の共有や実際
に高校生の起業に向けた研究をすすめてい
く。 商業科

○学び続ける力（学びの充実）
・１人１台端末環境を有効に活用したビック
　データ分析などの授業

授業に取り入れている科目もあるが、商業科全
体の取組にはなっておらず、商業科教員アン
ケートで「ビッグデータの活用に取り組んでい
る」という回答が25％

各科目で津商モールを教材に取り入れた場面を
授業で作る。
授業でのビッグデータの活用についての研究が
進み、教員の理解が深まる。

ビッグデータの分析を取り入れた授業について
商業科で研究する。
各科目で津商モールを教材に取り入れた授業実
践を行い、商業科会議で事例を共有する。

津山の人口等ビッグデータの分析を取り入れた授業について商業科で活用している。
各科目で津商モールを教材に取り入れた授業実践を行い、商業科会議で事例を共有する。

B

各科目で、どの単元で津商モールを題材として授業を展開することができるか
を商業科会議で検討したうえで実践することができた。ビッグデータは一部の
授業で活用することができた。 B

津商モールを題材にし、商業科に限らず各教
科と連携した授業に取り組んでいきたい。
データを活用し根拠に基づいて 商業科

○学び続ける力（学びの充実）
・「ﾏﾅｰｱｯﾌﾟ津商 目指そう日本一のﾋﾞｼﾞﾈｽﾏﾅｰ
　校」をｽﾛｰｶﾞﾝに自律的行動

生徒対象の学校自己評価アンケート「自分はあ
いさつを積極的にしている」の質問項目におい
て肯定的な回答が86.3%、「社会のルールやマ
ナーを守っている」の質問項目において肯定的
な回答が96.2％であった。

生徒対象の学校自己評価アンケートにおいて、
現状分析に示している質問項目がどちらも90%
以上となる。

・生徒会、各種委員会、教員が連携し、校門で
のあいさつ運動や交通指導に取り組む。
・マナー向上について、様々な角度から生徒自
身が考える機会を生徒会、各種委員会とも連携
して複数回設定する。
・学校生活を考える会を５回以上実施する。

・校門でのあいさつ運動は生徒会や交通委員会、風紀委員会と教員とで協力して、毎朝実
施できている。
・各種委員会の協力により、朝読書の時間を利用した啓発活動を４回実施している。
・学校生活を考える会については、１１月１日現在で未実施ではあるが、今後開催する予
定である。

B

生徒対象の学校自己評価アンケート「自分はあいさつを積極的にしている」の
質問項目において肯定的な回答が85%と昨年よりも減少、「社会のルールやマ
ナーを守っている」の質問項目において肯定的な回答が96.6％と昨年とほぼ同
等の結果となった。
学校生活を考える会は１月１９日現在で２回の開催にとどまっているが、生徒
総会で要望のあったものについて、すべてではないが話をすることができた。

B

校門であいさつをしても、会釈もしない、声
も発さない生徒もいるのが現状。まずは教員
が積極的にあいさつし声を掛け続けていく。
また、生徒会や学校生活を考える会とも協力
し、あいさつだけでなく規範意識やマナー
アップに対して取り組んでいきたい。

生徒指導課

○地域との連携（連携強化）
・美作地域産業，ＰＴＡや同窓会等と協働す
　る津商モール

学校自己評価アンケートの「地域と連携した指
導に努めている」という質問項目について、肯
定的意見がR4年度　教員94％（指数1.97）生
徒97％（2.23）保護者99％（2.43）

学校自己評価アンケート　「地域と連携した指
導に努めている」教員、生徒、保護者の三者と
も高い指数の項目の上位となる。

学校運営協議会と連携し、起業家精神を育成す
るプログラムを作成し、組織的に実施しながら
検証を行う。
社会人講師の活用、フィールドワークなど、地
域を教材化した授業を展開し、商業科会議で事
例を共有する。

学校運営協議会と連携し、起業家精神を育成するプログラムを作成し、組織的に実施しな
がら津商モールを行うことで検証ができる。
社会人講師の活用、フィールドワークなど、地域を教材化した授業を展開し、商業科会議
で事例を共有する。

B

学校自己評価アンケートの「地域と連携した指導に努めている」という質問項
目について、肯定的意見がR５年度　教員90％、生徒98％、保護者99％と昨
年とほぼ同等の結果となった。津商モールに向けた講座を中心に、社会人講師
を活用した授業を行った。

B

学校運営協議会との連携をさらに進めてい
き、持続可能な取り組みにしていく必要があ
る。 商業科

コロナの影響で過去2年間実施できなかった孫心
弁当を、昨年度は34名の3年生が参加し、実施
することができた。半数に分けて調理したり、
既製品を使用したり等、工夫しながら実施した
ため、例年通りの形に戻すことが課題である。

「孫心弁当」宅配ボランティアを通して、高齢
者福祉に関心を持ち、思いやりの心を育てる。

「孫心弁当」宅配ボランティアのアイデアを
chromebookを活用して考え、提案する時間を
設ける。福祉協議会や民生委員の方々と協働し
て、地域の高齢者の方々にお弁当を配達し、交
流を深める。

・学校家庭クラブの会長と副会長を中心に、「孫心弁当」宅配ボランティアの企画を検討
し、準備している。お弁当に添えるイラストやメッセージのカードの案をchromebook
を活用して検討している。

B

昨年と同様、コロナの感染予防対策を徹底して実施した。３年１組（３９名）
が参加し、家庭クラブの会長、副会長２名を中心に弁当の献立やカードのデザ
インを作成し、無事に実施することができた。実施後の参加した生徒の感想か
ら前向きな肯定的な意見が多くあり、地域の高齢者や民生委員の方々と関わる
中で、思いやりの心を育成することができた。

B

１２月実施で前日まで期末考査や津商モール
の準備などがあるため、打ち合わせや準備が
直前になってしまう。来年度は、早めに家庭
クラブの選定し、余裕をもって準備に取り掛
かれるようにする。

家庭科

地理総合では座学を中心とする授業が大半であ
り，地図を利用した街歩きなどのワークが実施
できていない。
公共では選挙制度を学習するが，選挙の実際を
把握できていない。

地理総合で地図を持って実際に街を歩き，街歩
きレポートを作成する。
公共で生徒会役員選挙を利用して模擬投票を実
施する。

地理総合では津山市内観光ガイドの方に依頼し
て街歩きを実施する。
公共では選挙管理委員会に協力を依頼して模擬
投票を実施する。

地理総合において津山市内の宮川周辺の散策と衆楽園の散策を実施しボランティア観光ガ
イドの方を招き津山の歴史と地理について学んだ。また津山市選挙管理委員会から記載
台・投票箱をお借りして生徒会役員選挙を模擬投票として実施し主権者としての自覚を高
めることができた。 B

ボランティアガイドさんや津山市教育委員会など外部との連携が図れたことは
非常によい取り組みであった。

B

来年度は地域の歴史を学んだり，文化的遺産
に直接触れる体験学習を計画し歴史教育を深
化させたい。

地歴公民科

企業説明会や課題研究の講座などで、地元企業
の方にご協力いただいているが、特定の企業に
偏っている。

過去の採用実績のない企業や商業と直接つなが
りがないような業界にも触れる機会を設ける。

採用実績のない企業にもご協力いただき、幅広
い企業研究が行えるようにする。

採用実績のない企業にもご協力いただき、幅広い企業研究を行った。

B

１・２年生向けの企業ガイダンスで、より多くの地元企業と交流する機会があ
り、有意義であった。校内外を問わず、多くの業界について知る機会を積極的
に提供していきたい。 B

進路指導の観点から生徒だけでなく教員も地
元企業について深く理解する必要がある。進
路指導課スタッフ以外にも企業の人事と関わ
る機会があればよりよい指導につながると考
える。

進路指導課

地域と連携した活動の機会を設けている。とい
う項目における肯定的回答は９７％

学校自己評価ｱﾝｹｰﾄの肯定的回答が９０％以上 総合的な探究の時間における外部との連携を図
るように指導を強める。

従来津山市商店街の活性化や津山市役所の訪問が中心であったが「美作発見」のテーマの
もと真庭市・美作市・奈義町などの役場や事業所を訪問して調べ学習を行うことができ
た。 B

「美作発見」のテーマのもと真庭市・美作市・奈義町などの役場や事業所を訪
問して調べ学習を行うことができ，資料を作成して発表することができた。

B

１学期6月から地域に出向き探究活動を実施
することにより探究の実を深めていくべきで
ある。 2年団

・全職員による学校運営協議会への参加（ﾁｰﾑ津商:
　伴走者の拡大）

R4の学校運営協議会への参加は、課長・主任の
参加にとどまっている。

全職員が学校運営協議会の活動内容を把握し
て、それぞれの部署で実現可能な地域連携を検
討・実現していく。

職員会議などで全職員が学校運営協議会の活動
を研修し、それぞれの部署で班会や小委員会が
進められるようにする。

職員会議などで全職員が学校運営協議会の活動を研修し、それぞれの部署で班会や小委員
会が進められるようにする予定である。

B

・職員による学校運営協議会の報告が不十分なたため学校全体での協議ができ
なかった。

Ｃ

学校運営協議会が行われた後に職員会議を利
用し教職員に会議の内容を伝え協議内容を共
有する。 学校運営協議会

スローガン  　ホンモノの学びの実現　～誰かの喜ぶ顔が見たくて～
　　　　　　  （自律力　協働力　実践力）

評価基準　Ａ　目標を上回った　　Ｂ　ほぼ目標通り　　Ｃ　目標を下回った

学校経営目標等 現状分析 今年度の達成基準 具体的計画

○地域との連携（連携強化）
・人財バンク等を活用した進路ガイダンスや
　地域の教材化

今後の課題

○安全・安心な学校環境
・学校の新しい生活様式の徹底と居場所がある
　学校の実現

○学び続ける力（学びの充実）
・「津商の授業３(スリー)(学習のｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ)」の
　実行と自主的学習の習慣化

自己評価（中間）
評

価 自己評価（最終）
評

価
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関係分掌

重点目標

1　どのように学ぶか

学校経営目標等 現状分析 今年度の達成基準 具体的計画 今後の課題自己評価（中間）
評

価 自己評価（最終）
評

価

・連携・協働を支えるICT環境整備・活用（１人1
　台端末，ﾌｭｰﾁｬｰﾙｰﾑ等）

【R4学校自己評価より】
◯wi-fiと1人1台端末を積極的に活用した授業を
行っている・・・９２％（教員）
◯先生は、ICTを活用したり、グループワークな
ど、創意工夫した授業を行っている・・・９
５％（生徒）
・１人１台端末を全学年所持する年度であり、
新課程移行２年目となり、PBLや地域連携が求
められている。

・授業担当者の授業環境のニーズを把握し、そ
の環境を実現する。最低でも、すべての教室で
１人１台端末が利用できるwi-fi環境の整備と全
普通教室にChromecastを配備する。
・学校自己評価の「授業の工夫・改善」に関す
る項目について、保護者・生徒・教職員ともに
肯定的意見が昨年度と同等以上になる。

・よりよい授業づくりができるICT環境の整備、
生徒が自分の考えをクラス全体に共有しやすい
環境づくりを行う。
・学力向上委員会と連携し、１人１台端末の効
果的な活用事例を教科単位にとどまることな
く、全教科で共有できるようにする。

・全普通教室へのChromecastが設置完了し、授業や特別活動において、積極的に活用し
ている状況にある。Wi-Fiについては一部の特別教室において設置できていない状況にあ
る。
・１人１台端末の効果的な活用については、現在、担当者が県のICT活用推進リーダー研
修において、他校における効果的な活用事例について情報収集している状況である。本校
において有効活用できる事例について整理・情報共有を行い、職員にアンケートをとって
ニーズに応じて研修会を開く予定である。 C

【R5学校自己評価より】
〇wi-fiと１人１台端末を積極的に活用した授業を行っている・・・９０％（教
員）
〇先生は、ICTを活用したり、グループワークなど、創意工夫した授業を行っ
ている・・・９４％（生徒）
　全普通教室へのChromecastが設置完了し、授業や特別活動において、積極
的に活用されている。職員対象にアンケートを実施し、１人１台端末活用の困
り感や実践してみたいことを把握し、個別に助言や県内外の好事例を紹介し、
１人１台端末の効果的な活用の推進を行った。学校自己評価の「授業の工夫・
改善」に関する項目について、生徒・教職員ともに肯定的意見が昨年度と同等
であった。

B

生徒は連携や協働を支えるツールとしてICT
機器をノートや鉛筆のように当たり前の文房
具として活用している状況が伺える。今後は
生徒に対して生成AIなどの新しいツールをど
のような仕組みで動いているかという理解
や、どのように学びに活かしていくかという
視点、使いこなすための力を意識的に育てて
いく必要があると考える。

教務課

・戦略的広報(中学校が求める進路情報を把握，
　ﾌﾞﾛｸﾞ配信等)

【R4学校自己評価より】
◯津商に進学させてよかった・・・９６％（保
護者）
◯学校生活が充実しており満足している・・・
９０％（生徒）
◯学校は、オープンスクール・ホームページな
どを活用して、積極的に学校PRを行ってい
る・・・９５％（生徒）、９４％（保護者）
・美作地区の中学生の推移（R3を100として）
　　100(R3)→98(R5)→95(R6)→90(R7)
　大幅な減少が見込まれている。

・学校自己評価の「広報・PRに係る項目」につ
いて保護者・生徒ともに肯定的意見が昨年度と
同等以上になる。
・中学生の進学希望倍率が昨年度と同等であ
る。

・新入生に実施した「生徒募集に係るアンケー
ト」から中学生の進路選択意向や判断材料に
なった情報を分析し、オープンスクールやホー
ムページ等の工夫改善により、中学生のニーズ
に応じた広報活動を実施する。（効果的なタイ
ミングでのポスター掲示や学校案内の配布）
・学校運営協議会や高校説明会＜中学生保護者
対象＞、中学教員対象進学説明会において、地
域・保護者・中学生の本校に対する期待を確実
に把握する。
・学校行事等の通常実施を見据えて、保護者が
来校でき、本校の教育活動に触れる機会を拡大
する。

・新入生に実施した「生徒募集に係るアンケート」では昨年度の学校案内やオープンス
クールは概ね好評であったという結果である。どちらも昨年度のものをベースに、運用面
での改善に力を入れて行った。
・今年度は美作地域すべて中学校に手持ちで学校案内とポスター、オープンスクールの案
内を持参し、進路指導担当の先生に本校の教育活動（商業教育の魅力、幅広い進路に対応
可能など）の説明を丁寧に行った。また、中３生の進路希望状況を確認するとともに、中
学校側のニーズ等の把握に努め、２学期以降の広報活動に活かした。
・中学校主催の進路説明会では、これまでの説明とは一新し、「学び×体験＝ホンモノの
学び」「就職から大学進学まで多様な進路へ対応可能」「商業教育はどの企業でも求めら
れる力を養成できる」「特別活動を通じて、非認知能力の育成」「普段の授業・特別活動
で進路実現」をコンセプトに他校との差別化、中学生に選ばれる学校となるような広報活
動を行った。

B

【R5学校自己評価より】
〇津商に進学させてよかった・・・９４％（保護者）
〇学校生活が充実しており満足している・・・９１％（生徒）
〇学校は、オープンスクール・ホームページなどを活用して、積極的に学校PR
を行っている・・・９６％（生徒）、９４％（保護者）
・学校自己評価は昨年度とほぼ同等であった。
・中学生の進学希望者数は定員160名に対し、208名（12/1現在）で、
1.30倍であった。前年度同時期の調査では1.11倍であり、美作地域の生徒が
減少傾向がある中で、本校の魅力を中学生や保護者に理解していただき、取り
組みの成果が十分に現れていると感じている。

A

来年度の美作地区中学卒業者数は激減し、厳
しい状況になる。一番の広告塔は生徒であ
る。効果的な学校ＰＲと並行して、生徒がよ
り充実感をもって学校生活を送ることがで
き、地域から愛される学校づくりを進めてい
きたい。

教務課

・ﾎｰﾑﾙｰﾑ活動，特別活動，津商ﾓｰﾙへの自彊ｽﾊﾟｲ
　ﾗﾙｷｬﾘｱ教育(ﾙｰﾌﾞﾘｯｸ評価の確立)

校内の諸活動や地域との連携行事において、受
動的・消極的である。

学校自己評価アンケートで「特別活動・総合的
な探求の時間・社会貢献活動が人間力の向上に
つながっている」と回答する生徒が70％以上。

日常の学びを実践する場として学校行事や津商
モールへ参加させ、その準備過程で一人一役を
担わせる。

高等学校での生活には慣れてきたが、行事などの集団で活動する場面では、積極性に欠け
る生徒が多い。

B

学校自己評価アンケート「特別活動・総合的な探求の時間・社会貢献活動が人
間力の向上につながっている」に「そう思う」と回答した生徒が94％。頼まれ
たことや与えられた役割には応えようとするが、自分から進んで全体のために
貢献しようという生徒は少ない。

B

２年次に向けて、地域の担い手としての意識
を醸成し、その集団が抱えている課題につい
て考えさせる活動に積極的に参加させたい。 １年団

・令和5 年度 以降 教育課程実施に向けた学習環
　境整備 地域・企業との連携）

コロナ禍の中「ホンモノ」に触れる機会が乏し
く、商業高校で身についた力を実践する場が少
ない。

・学校内の分掌で地域・企業と連携した取り組
みに挑戦する部署が複数あがる。
・生徒評価アンケート「地域と連携した活動の
機会を設けている。」肯定的回答をする生徒の
現状以上。

・学校運営協議会がコーディネート役を担う。
・連携できるリストを作成する。

・学校運営協議会がコーディネート役を担う。
・連携できるリストを作成している。

B

・学校内の分掌で地域・企業と連携した取り組みに挑戦する部署が複数あが
る。
・生徒評価アンケート「地域と連携した活動の機会を設けている。」生徒の肯
定的回答が最上位であった。

A

今後も「ホンモノの学びの実現」を実践する
津商モールを活用し自律力・協働力・実践力
を身に着けさせたい。 キャリア教育推進員会

３ 生徒にどのように支援するか

３年間「津商型学習指導研修会」が開催できて
いない。

「津商型学習指導研修会」を開催することがで
きる。
生徒の主体的な取り組みが学習面・行事などで
多く見られるようになる。

学力向上委員会を中心に、効果的な指導方法等
の研修会を開き、授業力の向上を図る。
学力向上委員会で情報交換、実践事例の共有を
図り、各教科の取組に繋げる。

学力向上委員会を中心に、効果的な指導方法等の研修会を積極的に開き、授業力の向上を
図る。
学力向上委員会で情報交換、実践事例の共有を図り、各教科の取組に繋げていくとこが今
後の課題である。

B

授業の進め方、学力向上。自己効力感を高める取り組みをテーマに校内研修を
実施した。
公開授業週間や学力向上委員会を活用した情報交換や実践事例の共有が不十分
であった。

B

津商型学習指導研修会の実施ができなかっ
た。来年度は計画を立て、授業実践、研究を
行い実施したい。 学力向上委員会

アウトプット活動のフィードバックを行うこと
が難しい。

アウトプット活動で学んだことを英語で表現
し、それを自身で振り返ったり、グループで共
有することでフィードバックし、生徒が更なる
学びにつなげていくことができる。

chromebookを活用し、自身が話す様子を録画
したり、協力して英文を作ったり、完成した英
文をクラスで共有したりして、一人一台端末を
活用したアウトプット活動の振り返り、共有の
機会を増やす。

チームやペアで協力して発表の内容や英語表現を考える創作活動にchromebookを活用
した。また、自身の発話の様子を録画し自分で見て振り返る活動も行った。よいアウト
プットを端末を使って共有したり、フィードバックに活用する点において取り組みが十分
とは言えず、今後の課題である。

B

アウトプット活動において、発表の内容や英語表現を考えたり、自分のアウト
プットを見て振り返る活動にchromebookを活用することができた。生徒間の
共有に関しては十分に行うことができなかった。

B

アウトプットに関する個別のフィードバック
は教員の手間もかかり、chromebookを有効
に活用してそれを効率よく行う方法を研究、
実践したい。生徒間の共有も効果的に行える
よう工夫したい。

英語科

一人一台端末を活用して、原則毎時間、授業の
振り返りを行っている。

「ICTを活用する」というアンケート項目の肯定
的意見が90%以上となる。

一人一台端末を活用して、原則毎時間、授業の
振り返りを行い、内容に不備がある生徒に個別
指導を行う。また、ビデオ撮影をとおして、動
作分析をする場面を設定する。

一人一台端末を活用して、原則毎時間、授業の振り返りを行い、内容に不備がある生徒に
個別指導を行う。また、ビデオ撮影をとおして、動作分析を行った。

B

「ICTを活用する」というアンケート項目の肯定的意見が90%以上となった。

A

今後も、一人一台端末を活用して、原則毎時
間、授業の振り返りを行い、内容に不備があ
る生徒に個別指導を行う。また、ビデオ撮影
をとおして、動作分析をする場面を設定すよ
うにする。

保健体育科

全学年が一人一台端末を持つようになったが、
教員からの連絡事項や授業プリント、課題解答
の掲示などに利用するのが主で、幅広い活用が
できていない。

生徒が端末を活用して、多角的な視点でものを
考え意見を再構築した上で自分の意見を伝える
ことができる。

ICTを利用して、生徒同士の意見を見やすく提示
し共有したり、同じ主題で書かれた様々な資料
やデータを見比べて分析したりして、情報を正
しく読み取り、比較して考える。ICTを上手く活
用して「他者に伝える」ことを意識した文章を
書き、発表する機会をつくる。（単元につき一
回以上）

科目の特性や、単元の指導目標によるが概ね単元ごとにfoamやjamboardを活用し、生
徒が相互に意見を確認しやすいようにしている。また、情報収集のためにデジタル教材や
コンテンツを活用し生徒の理解を促進している。他者に伝えることを目標に文章作成する
活動は行っているがＩＣＴを有効に活用する方法については検討が必要である。 B

FoamやJamboardを活用し、生徒が相互に意見を確認しやすいような授業展
開を行うことができた。また、情報収集のためのデジタル教材・コンテンツ教
材・スライドなどを視聴・確認させることで活動の効率化を図り、考えを文章
化するための活動時間を確保することに努めることができた。その結果、単元
に1回は自分の考えを表現する活動を概ね行うことができた。

B

「他者を意識した学習」は、ICTを活用する
ことで生徒間の交流が以前より容易になった
が、反面、自分の力で一から思考し表現する
力を養う学習の軽視にならないような学習計
画を構築する必要がある。

国語科

キャリア・パスポートをはじめとする振り返り
ツールが多すぎて、情報が一元化されにくい。
記入したものを担任が保管することもあり、生
徒がリアルタイムで自己成長を確認することが
難しい。
手帳については活用している生徒とそうでない
生徒の差が大きい。

キャリア・パスポートなどの振り返りツールの
活用により、身についた力が何かを表現でき
る。その力を進路決定につなげることができ
る。
担任に頼ることなく、自分の学習や活動につい
て管理ができ、主体的に行動することができ
る。

手帳に日々の記録や目標を記入することによ
り、情報を蓄積する仕組みをつくる。その記録
をキャリア・パスポートに反映させて学期ごと
の振り返りをシンプルに行えるようにする。自
己管理力の向上に向けて必要な情報を生徒自身
が自ら収集できるような仕組みを全教員の共通
理解のもとで進めていく。

手帳に日々の記録や目標を記入することにより、情報を蓄積する仕組みをつくる。その記
録をキャリア・パスポートに反映させて学期ごとの振り返りをシンプルに行えるようにす
る。自己管理力の向上に向けて必要な情報を生徒自身が自ら収集できるような仕組みを全
教員に共通理解をもとめている。

B

特に３年生は受験に向けてのスケジューリングや自己分析に向けて、振り返り
ツールの活用する場面が多く、自己管理力が向上した生徒もいた。しかし、主
体性という観点からは未だ課題が多い。ツールの多さが目標設定を明確にでき
ない要因であることが明確になったと考える。

B

手帳、振り返りツールの活用については他分
掌・学年団との連携が不可欠である。内容に
ついても連携を取りながら、より効果が高く
なるものを検討する必要がある。

進路指導課

自らの時間に余裕を持って行動し、目標達成の
ために努力することが苦手である。

学校自己評価アンケートで「手帳を活用し自己
管理能力の向上に努めている」と回答する生徒
が70％以上。

年度当初にスケジュール手帳の活用法を講義
し、１年間、目標ややることリスト、振り返り
を記入させる。

年度当初と２学期の最初に手帳の使い方について講義したが、目標ややることリストを記
入している生徒は少ない。

Ｃ

学校自己評価アンケート「手帳を活用し自己管理能力の向上に努めている」に
「そう思う」と回答した生徒が３９％。学年独自の「手帳に関するアンケー
ト」に「手帳を持ち歩かない」が70％、「手帳に記入したことは１度しか見な
い」が57％であった。

Ｃ

手帳を活用している生徒は「予定を確認して
行動できるようになった」「忘れ物が減っ
た」と答えており、自分の進路実現に向け
て、使い方等を指導していく必要がある。

★学年団（１年）

昨年度、自彊祭と音楽祭を統合して３日間で開
催。生徒の事後アンケートの「自彊祭全体を通
しての満足度」という質問項目において、肯定
的意見が89%であった。

生徒対象の事後アンケートにおいて、現状分析
に示している質問項目が85%以上となる。

・音楽祭、自彊祭を中心とした生徒会行事の計
画、立案、実施のバックアップをする。
・生徒会行事、委員会活動において、コロナ禍
における実施状況、コロナ禍前の実施状況を上
手く融合させ、よりよい行事にしていくため、
早い段階から検討を重ねていく。

自彊祭後の生徒アンケートで「自彊祭全体を通しての満足度」という質問項目において、
肯定的意見が96%であった。

A

自彊祭後の生徒アンケートで「自彊祭全体を通しての満足度」という質問項目
において、肯定的意見が96%と昨年を上回る結果となった。文化祭、体育祭と
もに昨年までの制限を撤廃し、保護者の方に公開して実施できた。

A

音楽祭を今年は７月に実施したが、準備日程
や実施の可否等を含めて再検討する必要があ
ると感じている。
自彊祭については、来年度２学期始業式の日
程変更にともなって、開催日の変更が必須。
気候や準備日程も含めて開催日を検討し、内
容についても生徒会、実行委員としっかり話
をし、よりよいものにしていく必要がある。

生徒指導課

ゴミの分別を意識し、クラスでのゴミ捨てやゴ
ミステーションの使用を環境整備委員が徹底で
きている。そのおかげできれいな校内環境を保
とうと意識している生徒が多い。

学校教育診断(生徒)の｢ゴミの分別・清掃・美化
活動｣の項目で、肯定が90％を超えている。

環境整備委員がクラスでの分別方法やゴミス
テーションでの係活動を徹底する。全校生徒の
環境美化の意識を向上するため、委員会の活動
を学校全体に周知する。

クラスでのゴミ捨てやゴミステーションの使用を環境整備委員が徹底できている。普段と
は違う分別方法のゴミが出る学校行事でも、分別方法に従って分別ができており、生徒自
身が校内環境を意識できている。

B

生徒対象の学校自己評価アンケートでは、「清掃の徹底や消毒タイム等の指導
を通して、健康・安全な環境づくりに努めている」で肯定的な意見が89%で
あった。昨年度が93%で、若干昨年度を下回った。

B

委員会の活動を学校全体に周知することが昨
年度より少なかったため、生徒自身が校内環
境を意識する機会が少なかったように思う。
来年度は委員会の活動を積極的に周知してい
きたい。

保健厚生課

特別活動などへの取組が受け身で、指示を待っ
て言われたことしかしない生徒が一定数いる。

年度末のアンケートで特別活動による主体性の
伸長を感じた生徒の割合が７０％以上

ルーブリックを活用し、活動前に現状分析と目
標を設定させる。活動後には同様にその振り返
りを行い、次の活動での目標設定につなげる。

音楽祭前には目標を設定し、ルーブリックを元に事後の振り返りし、それを自彊祭での目
標設定につなげるようにした。アンケートは3学期に実施予定である。

B

生徒対象に学年団で行ったアンケート「特別活動を通して、主体性の伸長を感
じることができた」という質問項目において、肯定的回答が95%と、目標値を
上回る結果となった。 A

特別活動の事前、事後だけでなく、最中にも
目標を意識させるようにしていきたい。

３年団

生徒対象の学校自己評価アンケート「人権及び
命の大切さを考える機会がある」という質問項
目において、肯定的回答が91.3%であった。

生徒対象の学校自己評価アンケートにおいて、
現状分析に示している質問項目が90%以上とな
る。

・人権（いじめ）調査アンケートを各学期に１
回実施。
・インターネットモラル教室や学校生活を考え
る会を通して人権についても考えられるように
していく。

・人権（いじめ）調査アンケートを１学期、２学期と１回ずつ実施した。
・人権について考えられるよう、インターネットモラル教室や学年単位で行うＬＨＲ、生
徒会役員選挙での模擬投票を実施した。

B

生徒対象の学校自己評価アンケート「人権及び命の大切さを考える機会があ
る」という質問項目において、肯定的回答が93.7%と、昨年を上回る結果と
なった。
今年度、美作支部当番校ということもあり、岡山県高等学校教育研究会人権教
育部会を本校で開催し、本校教員向けの研修会も同時に開催することができ
た。

B

インターネットモラル教室は生徒、保護者と
もに好評のため来年度も実施する予定。現２
年生については２度受講しているため、内容
については検討の必要があると考える。
学校生活を考える会を来年度も開催し、校則
等を通して人権について考えられるようにし
ていきたい。

生徒指導課

比較的に幼少期に診断を受けてきた生徒の入学
が漸増し、合理的配慮を求めるケースが年々増
加しているが、特性理解や具体的な支援方法に
ついて教師が学ぶ機会がまだまだ少ない。ま
た、情報共有の方法に課題がある。

学年団会議での「気になる生徒」の情報が教育
相談係にも円滑に伝わり、早急な支援につなが
るようにする。

学年団会議への教育相談係の参加を定期的に行
う。また、学年の相談係より情報提供を受け
る。
本年度入学生より配慮事項や生徒情報の共有化
しやすいデータ管理の方法を考える。

学年団会議の月曜日とSCの来校日が重なることが多く、数回実施したにとどまり、学年
団の相談係と情報交換をすることが中心になっている。
入学生の情報を年度初めにExcelで作成したファイルに一括して管理するようにしたこと
で、情報を全体で閲覧できるようになった。学期ごとの情報も入力してもらい、個別の支
援計画の作成や、次年度への引継ぎがスムーズになるように行う予定である。

B

学年団会議の月曜日とSCの来校日が重なることが多く、学年主任や担任、学年
団の相談係と情報交換をすることにとどまり、団会議に同席することがほとん
どできなかった。
入学生の情報を年度初めにExcelで作成したファイルに一括して管理するよう
にしたことで、情報を全体で閲覧できるようになった。学期ごとの情報も入力
してもらうことができた。

B

早い段階での情報提供をしてもらえるような
工夫をさらにしていく必要がある。
年度進行で、入学時から卒業まで生徒の情報
が引き継げるようなシステムの構築が急務で
ある。

保健厚生課

・学年主任会や職員会議等での全職員の協働体制
　と情報共有

教員対象の学校自己評価アンケート「報告・連
絡・相談等が行われ、情報が共有化されてい
る」という質問項目において、肯定的回答が、
８０％であった。

教員対象の学校自己評価アンケート「報告・連
絡・相談等が行われ、情報が共有化されてい
る」という質問項目において、肯定的回答が、
９０％となる。

・会議を増やすのではなく、学年間や分掌間を
調整して協働体制を構築する。

・会議を増やすのではなく、学年間や分掌間を調整して協働体制を構築するようにしてい
る。

B

教員対象の学校自己評価アンケート「報告・連絡・相談等が行われ、情報が共
有化されている」という質問項目において、肯定的回答が、90％にならなかっ
た。 Ｃ

「報告・連絡・相談等が行われ、情報が共有
化されている」の回答率が上がるよう職員間
で情報共有を密にしていくようにする。 主幹

・自己管理力の向上(ｷｬﾘｱ･ﾊﾟｽﾎﾟｰﾄやアプリ型ｽｹ
　ｼﾞｭｰﾙ手帳の活用)

・主体性の伸長(生徒の企画・運営による安全・
　安心な学校行事や委員会活動)

・特別支援教育やいじめ防止推進に関わる取組

・わかる授業の実践(ICT活用･ｲﾝｸﾙｰｼﾌﾞ教育･個
　別最適な学び･協働的な学びの取り入れ)
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